
 

地区計画とは、道路や公園の配置や規模、建築物の立地内容をルール化するものです。 

犀川地区では、道路や公園は既に土地区画整理事業で整備・確保されていますので、建築物の立

地内容についてルール化をしました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

犀川地区は、土地区画整理事業による使用収益が開始され、土地利用（建物利用）が可能となりま

した。 

この犀川地区という新しいまちにルールが無くて良いのでしょうか？ 

まちにルールが無いと土地利用（建物利用）は、みなさまの個人的な考えによって進められること

となり、場合によっては、様々なトラブルの原因となることが考えられます。 

そのため、みなさまの個人間のトラブルを未然に防止しつつ、犀川地区という新しいまちを良好な

まちとしていくため、「地区計画制度」を活用したまちのルールづくりを行いました。 

今後は、みなさまとともに良好なまちを形成していくため、このまちのルール（地区計画）に従い、

土地利用（建物利用）を行ってください。 

地区計画とは？ 

建築物等の用途（住宅、商業等） 

容積率・建ぺい率の最高限度 

敷地面積の最低限度 

建築物等の高さの最高限度 

かき又はさくの構造（お願い事項） 

犀川地区地区計画でルール化した内容について（主に建築物に対して）

発行：平成22年10月



 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地区計画の内容について 
建築物等の用途の制限 

犀川地区では、下記の表及び本パンフレット中程の図に示すように「住宅地」・「住商併用地（２

種類）」・「商業地」の４区分による良好なまちづくりを目指していくため、建築物等の用途を制限

しています。 

詳細区分 面積区分 住宅地
住商併用地
(12m沿道等)

住商併用地
(18m沿道)

商業地

住宅 ○ ○ ○ ×

事務所 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

日用品目的店舗等 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

物品販売業店舗等 × ○ ○ ×

サービス業店舗 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

ｻｰﾋﾞｽ業店舗(原動機0.75Kw以下使用) 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

食品製造業(原動機0.75Kw以下使用) 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

学習塾等 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

ｱﾄﾘｴ・工房(原動機0.75Kw以下使用) 全体の1/2かつ50㎡以下 ○ ○ ○ ×

銀行・損保代理店・宅建業等ｻｰﾋﾞｽ業 × ○ ○ ×

共同住宅 ○ ○ ○ ×

2階以下・1500㎡以下 × ○ ○ ○

2階以下・3000㎡以下 × × ○ ○

2階以下・3000㎡以上 × × ○ ○

3階以上・1500㎡以下 × × ○ ○

3階以上・3000㎡以下 × × ○ ○

3階以上・3000㎡以上 × × ○ ○

幼稚園、小・中・高校等 ○ ○ ○ ×

大学等 × ○ ○ ×

図書館等 ○ ○ ○ ×

社寺等 ○ ○ ○ ○

老人ホーム・保育所等 ○ ○ ○ ×

診療所 ○ ○ ○ ×

病院 × ○ ○ ×

郵便局 ※1:延べ面積500㎡以下 ○※1 ○ ○ ○

支所等、老人福祉ｾﾝﾀｰ、児童厚生施設等 ※1:延べ面積600㎡以下 ○※1 ○ ○ ○

公園の公衆便所又は休憩所 ○ ○ ○ ○

路線バスの停留所の上家 ○ ○ ○ ○

第一種電気通信事業者の事業の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

電気事業の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

ガス事業の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

液化石油ガス販売事業の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

水道事業の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

公共下水道の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

都市高速鉄道の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

熱供給事業の用に供する施設 ○ ○ ○ ○

自動車教習所 × × ○ ×

飲食店 150㎡以下 × ○ ○ ○

日用品目的店舗等 500㎡以下 × ○ ○ ○

ｻｰﾋﾞｽ業店舗(原動機0.75Kw以下使用) 500㎡以下 × ○ ○ ○

サービス業店舗(建築基準法別表第２(に)項第
7･8号該当施設)

1500㎡以下 × ○ ○ ○

建物用途
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主に建築可能な建築物の一覧表 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

犀川地区では、良好なまちの環境を保っていくため、次の内容を制限しています。 

容積率(建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合)の最高限度 

○住宅地→１００％ ○住宅地以外→２００％ 

建ぺい率(建築物の建築面積の敷地面積に対する割合)の最高限度 

○全区域→６０％ 

建築物の敷地面積の最低限度 

犀川地区では、敷地の細分化や

建物の密集化を防ぐため、敷地面

積の最低限度を制限しています。 

ただし、換地時点で下記の面積

を下回る場合は、さらに細区分し

ない限り利用することができま

す。 

○全区域→２００㎡ 

○面積の大きな土地を区分する場合の考え方 

 

３９９㎡の土地 

道路 道路 

 
２００

㎡以上 

 
１ ９ ９

㎡以下 

○この面積での利用は「可能」 
○この面積を再度の区分は「不可」

※風俗営業施設(ﾊﾟﾁﾝｺ、ｷｬﾊﾞﾚｰ・ﾗﾌﾞﾎﾃﾙ等)、危険性や環境悪化のおそれのある工場、畜舎等は建築することができません。

詳細区分 面積区分 住宅地
住商併用地
(12m沿道等)

住商併用地
(18m沿道)

商業地

3000㎡以下 × × ○ ○

3000㎡以上 × × ○ ○

自家販売食品製造業(原動機0.75Kw以下使用) 500㎡以下 × ○ ○ ○

1500㎡以下 × ○ ○ ○

3000㎡以下 × × ○ ○

3000㎡以上 × × ○ ○

1500㎡以下 × ○ ○ ○

3000㎡以下 × × ○ ○

3000㎡以上 × × ○ ○

1500㎡以下 × ○ ○ ○

3000㎡以下 × × ○ ○

3000㎡以上 × × ○ ○

自家販売食品製造業(原動機0.75Kw以下使用) 50㎡以下 × ○ ○ ○

食品製造業(原動機0.75Kw以下使用) 50㎡以下 × × ○ ○
危険物の貯蔵・処理施設でその量が非常に少な
い

2階以下かつ1500㎡以下 × ○ ○ ○

危険物の貯蔵・処理施設でその量が非常に少な
い

3000㎡以下 × × ○ ○

× × ○ ○

独立(工作物のみ) 50㎡以下 ○ ○ ○ ○

S>600㎡､かつ､B>50㎡のとき
A+B≦600㎡

○ ○ ○ ○

S>600㎡､かつ､B≦50㎡のとき
A≦600㎡

○ ○ ○ ○

S≦600㎡､かつ､B>50㎡のとき
A+B≦S

○ ○ ○ ○

S≦600㎡､かつ､B≦50㎡のとき
A≦S

○ ○ ○ ○

S>3000㎡､かつ､B>300㎡のとき
A+B≦3000㎡

× ○ ○ ○

S>3000㎡､かつ､B≦300㎡のとき
A≦3000㎡

× ○ ○ ○

S≦3000㎡､かつ､B>300㎡のとき
A+B≦S

× ○ ○ ○

S≦3000㎡､かつ､B≦300㎡のとき
A≦S

× ○ ○ ○

建築物に付属する自家用倉庫 ○ ○ ○ ○

建築物に付属しない自家用倉庫 2階以下・1500㎡以下 × ○ ○ ×

建物用途

店
舗
等

店舗

学習塾等

物品販売業店舗等

銀行・損保代理店・宅建業等ｻｰﾋﾞｽ業

サービス業店舗(建築基準法別表第２(ほ)項第4
号該当施設)

付属車庫(右記のいずれかで、かつ、２階以上
の部分にない場合)
S:同一敷地内の建築物(自動車車庫の用途に供
する部分を除く)の延べ面積の合計
A:同一敷地内の建築物に附属する自動車車庫で
建築物として扱うものの床面積の合計
B:同一敷地内の建築物に附属する自動車車庫で
工作物として扱うものの築造面積の合計

付属車庫(右記のいずれかで、かつ、３階以上
の部分にない場合)
S、A、B:は上段の表示と同一

倉庫

工
場
・
車
庫
・
倉
庫
等

ガソリンスタンド(ただし、危険物の貯蔵量等によって適用範囲は変化する)

自動車車庫

工業

独立車庫 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※このパンフレットは、計画の概略を示すものであり、地図の精度や内容を証明するものではありません。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 建築物等の高さの制限 

犀川地区では、住宅などに対する日照が確保されたまちとしていくため、建築物等の高さの制限

を地区区分ごとに行っています。 

○住宅地→１の図を参照。(日影規制は３の図を参照。) 

①建物の最高高さが１０ｍを超えて建築することはできません。 

②「日影規制」と「北側斜線制限」による制限を超えて建築することはできません。 

○住商併用地(12m沿道等) →２の図を参照。(日影規制は３の図を参照。) 

①建物の最高高さが１５ｍを超えて建築することはできません。 

②「日影規制」と「北側斜線制限」による制限を超えて建築することはできません。 

○住商併用地(18m沿道) →３の図を参照。 

①建物の最高高さが１５ｍを超えて建築することはできません。 

②「日影規制」による制限を超えて建築することはできません。【都市計画区域内の白地地域の建築形態規制】

○商業地 

①建物の最高高さが２０ｍを超えて建築することはできません。 

 ②「日影規制」による制限を超えて建築することはできません。【都市計画区域内の白地地域の建築形態規制】 

１ 住宅地での高さの制限 

２ 住商併用地での高さの制限 

北側斜線制限にかか

っては建築できませ

ん。 
ただし、高さ 5m 以

下、この部分の水平

投影面積が建築物の

建築面積の1/8以下

は建築可能です。 
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下記の項目については、建築条例にて制限しているものではありませんが、地域のコミュニティを良

好に形成していくためのルールとして、建築物等を立地する際や、かき又はさくを設置する際には、ご

配慮をお願いいたします。 
 

住宅側に直接排気ガスが向かわないように遮断するフェンス

またはブロックを設置する（ただし、ブロックの高さは60㎝

まで。） 

○住商併用地・商業地でのイメージ 

隣地境界 

○住宅地→ 

軒高 7m 超または

地上3F以上 

○住宅地以外→ 

10m以上

３ 日影規制での高さの制限 

※住宅地は、日影時間5m ﾗｲﾝ①、10m ﾗｲﾝ①、ﾗｲﾝ上の高さ① 

住商併用地(区画道路12m沿道等)は、日影時間5m ﾗｲﾝ①、10m ﾗｲﾝ①、ﾗｲﾝ上の高さ② 

住商併用地(区画道路18m沿道)と商業地は、日影時間5m ﾗｲﾝ②、10m ﾗｲﾝ②、ﾗｲﾝ上の高さ② 

注意：犀川地区は､現在「市街化調整区域」です。市街化調整区域に指定されている道路斜線制限、隣地斜

線制限､日影規制がそれぞれ適用された上で､地区計画による制限（上乗せ規制）も適用されます｡ 

その他のルール(お願い) 

かき又はさく等の構造の制限 

犀川地区の「住宅地」や「住商併用地(２種類)」については、震災などを意識し、ブロック塀

のみによる‘かき’や‘さく’となるものは、６０cm（２０cm×３段）までにお願いいたします。 

「住商併用地(２種類)」や「商業地」において、駐車場を設置する場合については、隣接地に住

宅地が存在する場合に排気ガス等の影響を勘案して、民地境に自動車の排気ガスの遮断を可能とす

る高さ６０㎝(２０㎝×３段)のブロックまたはこれにかわるフェンスの設置をお願いいたします。
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地区計画に適合しているか、どうかのチェックなどの地区計画の運用は、瑞穂市・大垣市で行いま

す。 

地区計画の内容に適合したまちづくりを進めていく際に、建築物等を建てる場合には工事等の行

為着手の３０日前までに、各市へ「届出」していただくことが必要です。 

もし、届出された内容が地区計画の内容に適合していない場合には、設計変更など地区計画に適合

したものに改めるよう「勧告」を行います。 

そのようなことにならないよう、「届出」をされる前に、入念に「事前相談」をしていただくこと

が重要です。地区計画を運用していくための流れを下記に示します。 

 

犀川地区の地区計画の内容について、ご不明な点等がございましたら、下記の各市の窓口へお問い合わせ下さい。

瑞穂市役所 都市開発課  〒501-0392 瑞穂市宮田300番地2    TEL 058-327-2101 FAX 058-327-2120 

大垣市役所 市街地整備室 〒503-8601 大垣市丸の内2丁目29番地 TEL 0584-81-4111 FAX 0584-81-4869 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

お問い合わせ先

事前相談 

別途、都市計画法施行規則第 60 条の規定に

よる｢適合証明書｣の申請が必要となります。 

地区計画による届出 

届出書の審査 不適合 勧 告 

設 計 
変更等 

適 合 適合確認書

建築確認申請

工事着手

地区計画の手続き 

(都市計画法第58条の２) 

地区計画の運用


